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1 大塚仁他編『大コンメンタール刑法 第 5 巻』第二版（青林書院，1999年）221頁〔村上光鵄執筆〕。
2 照沼亮介『体系的共犯論と刑事不法論』（弘文堂，2005年）213頁，高橋直哉「承継的共犯に関する一考察」


















体的には，例えば X が強盗目的で A に暴行を加えその反抗を抑圧したところ，たまたま知人 Y が
通りかかったので協力を求め，これに応じた Y が A から財物を奪取した（事例◯）という場合や，
X が詐欺目的で高齢の A に対し，「会社の金の使い込みがバレてしまい，300万円必要だ」などと
A の息子を装って電話を掛けた後で，Y がその事情を知ったうえで X と意思を通じ，電話を信じ
て待ち合わせ場所にやってきた A から300万円を受け取った（事例◯）という場合，さらに X と



















































3 巻 4 号（1954年）818頁以下がある。
10「一罪性」を根拠に承継的共同正犯の成立を肯定した他の裁判例として，名古屋高判昭和38・12・5 下刑集 5























































































































































































31 豊田・前掲註(6)6 頁，山口・前掲註(6)7 頁。（b）については，「相当程度重篤化させた部分」について責任
を負うのか，それとも「相当程度重篤化させた」ことで生じた傷害結果全体について責任を負うとしたのか
は理解が分かれるところである（橋爪・前掲註(6)92頁）。前者のように理解するものとして，松宮・前掲註



































































































































































承継的共同正犯の成否」研修723号（2008年）78頁，大谷實『刑法講義総論 新版第 4 版』（成文堂，2012
年）418頁，佐久間修『刑法総論』（成文堂，2009年）369頁，川端博『刑法総論講義 第 3 版』（成文堂，
2013年）570頁，阿部・前掲註(6)554頁。



























































































70 ドイツ刑法のコンメンタールなどでは“Strafgrund der Teilnahme”という標語の下で処罰根拠論が語られ
ている。基本書においても例えば，Stratenwerth/Kuhlen, Strafrecht Allgemeiner Teil Die Straftat, 6. Au‰.,
2011, §12, Rn.116Š., S.248Š.; Rudolf Rengier, Starafrecht Allgemeiner Teil 9. Au‰., 2017, §45, Rn.2, S.418;






























































































































































として理解される95。例えば X が Y を唆して Y の所有する携帯電話を破壊させた場合，混合惹起
説からは X について器物損壊罪の教唆犯は成立しない。なぜなら正犯者 Y には自己の所有物を破
壊することが禁止されておらず，正犯者の立場からみた「不法」が生じていないために，共犯者で
ある X は処罰されないのである96。また X が Y に自己の殺害を依頼し，これを承諾した Y が殺害









































行行為者である X と意思を通じ，X の開始した強盗に途中から介入して財物奪取をしているの
で，正犯である X が「強盗罪」の不法を惹起しており，共犯者である Y は「強盗罪」の一部たる
「強取」を共同したと評価できる。また事例◯の Y のなした財物の受領行為について，先行行為者
である X が「詐欺罪」の不法を惹起していることから，共犯者である Y は「詐欺罪」の一部たる
「受領行為」をなしたと評価可能であることになる。後行行為者 Y はそれぞれの場合について各犯
罪の実行行為を共同して行っていることから共同正犯性も具備し，事例◯では強盗罪の共同正犯，
事例◯では詐欺罪の共同正犯が成立することになる100。さらに，事例◯の傷害事例においては，
――
101 先の強盗罪の事例や強姦罪の事例において，先行行為者の暴行によって被害者が負傷していた場合や死亡
していた場合が考えられるが，そのような傷害結果ないし死亡結果についても，後行行為者がこれと因果
性をもつことはないから，基本犯の限度で共同正犯が成立するに過ぎない。
102 もちろん，後行行為者介入後の暴行が被害者の受傷結果との関係で，その結果を発生させるに至らないも
のであると考えられる場合や，どの時点で生じた傷害結果であったかが不明な場合には，暴行罪の限度で
しか共同正犯が成立しないことになる。
後行行為者 Y の介入前に生じていた「傷害」結果の後行行為者への帰責は否定される。なぜなら，
この見解を採ったとしても後行行為者の罪責はその介入以後の範囲で検討することになるため，後
行行為者は介入前にすでに生じていた傷害結果に対する因果性を有するとは考えられないからであ
る101。また最高裁決定で問題となった事案のように，後行行為者の暴行によって先行行為者によ
って生じた傷害を「相当程度重篤化」させたような場合には，その最終的に生じた傷害結果につい
ては後行行為者の暴行と因果性が認められることから傷害罪の共同正犯が成立し，後から暴行に加
わったという事情は量刑のうえで評価すれば足りると考えられる102。
